予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：労働費　項：職業訓練費　目：雇用促進費　　　
	事業名　障がい者チャレンジトレーニング事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部労働雇用課就労支援係　電話番号：058-272-1111（内3126 ）

　　　　　　　E-mail： c11367@pref.gifu.lg.jp
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部労働雇用課就労支援係　電話番号：058-272-1111（内3137）
E-mail： c11367@pref.gifu.lg.jp　


１　事業費　　        4,269千円（前年度予算額：   3,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,500

	要求額
	4,269
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,269

	決定額
	4,269
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,269


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　県内約半数の企業が法定雇用率を達成できていない。

事業所が障がい者雇用に対して抱えている不安を解消し、雇用の機会の提供が求められている。
　
（２）事業内容

障がい者雇用に前向きな企業に対して、その業務に適した障がい者を紹介し、短期の職場実習（チャレンジトレーニング）を実施することで、企業、障がい者双方の不安を解消し、雇用・就労意欲を高める。
（３）県負担・補助率の考え方

全額県負担
（４）類似事業の有無
　　特になし
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	4,269
	事業所謝金、訓練生手当、傷害保険料等

	合計
	4,269
	


※平成25年度まで傷害保険加入のみ。26年度より賠償責任も加入し、障がい者・企業双方の不安解消を解消し、円滑な事業実施を図る。
	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　全額県負担
（２）事業主体及びその妥当性
　　事業の主体は岐阜県。
　　法定雇用率の引き上げに伴い、障がい者雇用に関心が高まっている現在、短期の職場実習から雇用のリズムを作り上げることができる当事業は実施するべきである。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成25年4月1日の障がい者の法定雇用率の引き上げにより、引き続き障がいのある方と事業所とのマッチングを行い、雇用を創出する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	実習生人数

	（H  ）
	136人
（H22）
	122人
（H23）
	98人
（H24）
	130人
（H26）
	75.3％


	雇用人数
	（H　）
	82人
（H22）
	84人
（H23）
	65人
（H24）
	91人
（H26）
	71.4％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（1） 岐阜県障害者就業・生活支援センター連絡協議会の開催
· 第１回　平成25年4月24日（水）

・ 第2回　平成25年6月13日（木）

　・ 第3回　平成25年9月19日（木）

　・ 第4回　平成26年3月7日（金）予定


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（１）職場実習進捗状況（H25.9末現在）

· 職場実習人数　61人

· 雇用人数　37人

　障がい者の受入れを行うことにより、県内事業所の障がい者雇用に関する理解が深まることで、より一層の雇用へ繋ることが見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　既存の職業訓練（3～12ヶ月）に比べ、10日間という短期間の障がい者職業訓練は他には無いため、事業の必要性は高い。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	平成22～24年度に当該事業を活用した障がいのある方の雇用率は60％を超えており、かなりの事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　受託者である県内５県域の障がい者就業・生活支援センター同士の連絡協議会を開催することで、実習受入企業の情報等の共有を図り効率化を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　実習受入企業に若干の減少が見られるため、教育委員会等と連携し、企業情報等の集約を図るなどの連携が必要である。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　法定雇用率引き上げに伴い、障がい者雇用が義務化される企業が増加することが見込まれるため、企業開拓も含め当該事業の活用により障がい者雇用の増加を図る。



